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の仮説から, 真面目ではあるが, 図書館の実態を知らないわけで, 大学図書館および補完的
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表 15 司書資格のイメージ（複数回答可)

















































































































（１）教職（教員免許：校種（中学校・高校） 科目（国語, 英語, 数学, 理科, 社会, 公民, 地歴,
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①所属学部：経済学部, 国際教養学部, 社会学部, 経営学部, 法学部, 科目等履修生
②性別：男性, 女性
③年齢：10代, 20代前半, 20代後半, 30代, 40代, 50代, 60代, それ以上
④通学時間：30分以内, １時間以内, １時間30分程度, ２時間以内, ２時間以上
⑤現在の居住地：和泉市内, 堺市, 大阪府南部, 大阪市内, 大阪府北部, 和歌山県, 奈良県, 京都府,





80年代と市民の身近な図書館として, 資料提供に重点を置き, 全域サービス, 児童サービス
とサービス展開したことにより, 飛躍的に貸出冊数が増加していった。また, その間, 出版
点数及び資料購入費も増加していった。
1990年代後半, インターネットの普及に伴い, 活字情報からデジタル情報へと多様な情報
社会へと移行していったが, 公共図書館は, インターネット普及当初, 業務自体は機械化さ
れていたものの, 館内 OPAC, WebOPAC の公開までには, さらに年数を要した。
そうした, 社会的な状況の変化の中, 世界的な潮流である NPM (New Public Manage-
ment) の波及, 及び規制緩和に伴って, 公共図書館の運営形態も大きく変化し, それに内包
された問題点として, 司書の専門性についての議論が展開されてきた。また, 図書館サービ
スについても, 変革期を認識していたとはいえ, ICTに乗りきれていないまま, 大部分の公
共図書館は他の先進的な実践例を参考にしながら, サービス展開を模索しているような状況
であった。
これらの状況を踏まえ, 現在の公共図書館の抱える諸問題を明らかにし, また, 将来的な




4) 日本図書館協会『市民の図書館』1970年 増補版 1976年
２. 変革期における公立図書館の運営形態




















と, 男性30歳代, 40歳代で「利用してみたい」が最も多く, それぞれ46.7％, 39.3％となっ
ている。女性ではいずれの年齢層においても「わからない」が最も多くなっている。職業別






査数値から判断すると, 現状の図書館の利用からは, 課題解決型の図書館像を, 市民がまだ
十分に理解していないといえる。しかし, それぞれの職業や, 個人の抱える問題について,





次に, 図書館のホームページであるが, 堺市立図書館のホームページは, 蔵書検索・予約,
郷土資料の古地図や古文書などの写真と解説によるコンテンツや, レファレンス事例紹介・




















































企画運営 4.1％  0.4％ 0.7％
上位団体運営協力 0.1％ 0.3％ 0.0％ 0.0％
情報管理 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
文書管理 2.4％ 2.5％ 3.8％ 0.0％
労務管理 1.2％ 2.5％ 1.3％ 0.0％
出納管理 0.6％ 0.5％ 0.7％ 0.3％
予算管理 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
その他庶務 1.7％ 1.5％ 2.9％ 0.0％
人材開発業務 0.8％ 3.3％ 0.2％ 0.0％









不動産管理業務 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
動産管理業務 0.2％ 0.0％ 0.4％ 0.0％
車両管理業務 0.3％ 0.0％ 0.5％ 0.0％
清掃業務 0.3％ 1.0％ 0.0％ 0.3％








資料の収集 1.8％ 0.0％ 3.5％ 0.0％
新聞・雑誌管理 1.8％ 1.0％ 3.1％ 0.1％
発注・納品管理 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
カウンター業務・窓口業務 43.1％ 40.8％ 49.6％ 33.8％
レファレンスサービス 2.9％ 1.5％ 3.7％ 2.3％
地域資料対応 0.9％ 0.5％ 1.5％ 0.0％
対象利用者別サービス企画 1.2％ 1.3％ 1.8％ 0.0％
利用者データ管理 1.7％ 1.5％ 2.1％ 1.2％
資料管理  	 	
 56.8％
システム運営・管理 0.8％ 0.5％ 1.3％ 0.0％
広報・広聴事務 1.7％ 0.5％ 1.2％ 3.3％
外部との連携 1.1％ 1.5％ 1.5％ 0.0％
外部への支援 2.0％ 2.5％ 3.0％ 0.0％
イベント 1.9％ 1.3％ 3.1％ 0.2％




















ミックス型の情報資源, デジタル化されたジャーナル, デジタル Book, 各種商用データベ
ースなど, 情報入手手段は多様である。また, それらを入手できる情報拠点として公共図書
館の重要性は増している。







題, 組織的な意思決定, 収書方針・資料選定基準などにおいて, 様々な問題を顕在化さてい
る。こうした問題が顕在化した場合, いわゆる「図書館の自由」というものが, どのような














今後, Google の資料の電子化や, 国立国会図書館の電子化事業などにより, 電子化され
た情報が確実に増えてくるであろう。電子化資料は, 全文検索が可能など, 検索性, 加工性,







持った司書が必要となるであろう。例えば, 法情報サービス, 政策決定支援, 起業支援, ビ





堺市における「子ども読書活動推進計画」は, 第１期では, 保育所及び関連部局, ボラン









限られた資料費の中で, コレクションをどう構成していくのか, また, 図書館政策の実施
にあたってどういう資料が必要なのか, 資料収集方針を前提にしながら, 図書館のサービス
の方向性によって, 資料購入は影響を受ける。予算と方針が決定した段階で, 資料費執行計






最も重要なことは, 情報収集能力及び調整能力であり, 計画や方針を打ち出す場合, 政策
的なとりまとめをしている教育政策課との調整が, 頻繁に起こりうる。さらに予算要求では,
堺市の場合, 教育委員会事務局総務部の総務課を通すことになるが, 重要な事業の場合は,










けて検討されるが, この中で, インプット, アウトプット, アウトカムのそれぞれの指標を
どう設定するのか, 特にアウトカムが数値として表しにくい指標も存在している。ISOや
JISにおける「図書館パフォーマンス指標」などを, どう業務の PDSA（計画 (plan), 実行




















「情報リテラシー教育」は, より正確で有効な情報を収集, 活用し, 発信する力を育成す
るものであり,「情報リテラシー」は情報社会における生きる力そのものととらえられてい



















ただし, 実施時期によって質問内容を変えたこともあり, 回答数が86人から121人と, 質問
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項目によって異なる結果となっていることをお断りしておく。以下, 質問項目別に結果を報
告する。なお, 個々の科目での受講学生数が異なり, 特に各大学, 各クラスごとの比較は行
っていない。
2.1.1 学生の情報環境













中84人（70％）となり, Google は32人（26％）にとどまった（表 32)。その他, Infoseek,
































表 32 利用サーチエンジン (121人中)









































































その結果, 表 38 に見るように, 2）の正解を選んだ正答率は70％,「わからない」が16％と
なった。

































うか。中島ら（2004, pp. 2831）は, Web 検索においても, 検索経験よりも主題知識が検索
の効率性や正確性に大きく影響することを指摘しているが, 今回は主題知識については把握
していない。しかし, Web 検索においても, レポート等に役立つ情報を探せるようなサイ















































学生からのニーズも高いとされてきたものである（私学高等教育研究所, 2005, p. 71)｡
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図 34 初年次教育の具体的内容



































































































や「図書館ガイダンス」の段階であり, 図書館を PRし, 利用を促すことに視点が置かれて
いる。領域 3－5は情報探索法指導→情報整理法指導→情報表現法指導という段階であり,







































トウェア, データベース等の利用方法やルール, 情報検索技術, その他情報技術一般,
情報セキュリティ, 倫理・マナーとなっている。その内, 情報検索技術"を全学生に
実施しているのは705大学中365大学 (51.7％) で, 一部希望者に実施している大学は287大
学（40.7％）となっている。また, 全学生に実施している割合が最も高いのは 学内 LAN
を利用するために必要な操作方法やルールで549大学が実施している。次に多いのは 倫
































8) 日本ではお茶の水女子大学を先駆けに, 京都大学メディア・コモンや横浜国立大学, 大阪大学, 名
古屋大学など複数の国立大学のラーニング・コモンズの設置が相次いでいる。
表 39 情報リテラシー教育を実施した組織の区分
区 分 情報処理関係施設 学部・研究科 研究所  その他 複数組織で実施
合 計 82 314 7  83 210
構成比(％) 11.6 44.5 1.0  11.8 29.8
また, 横浜市立大学学術情報センターでは, ３名の専任司書が非常勤講師として情報リテ
ラシー科目を担当しており注目を集めた。同大学は市民に対する講習も実施している（岩元










































等がある。インターンシップを含め, 企業や OBによる講演, マナー講座など多様なキャリ
ア教育が行われているが, 情報リテラシーと関連づけたキャリア教育の事例はほとんど見受
けられない。しかし,「キャリア教育には,「生きる力」を身に付けるという時代の要請に応
























己の能力, やりたいこと, 自分にとって価値を感じることは何かを知ること, ②内在的能力
の開発とに分けられ, これらは生涯にわたる能力の開発とライフデザインに必要な「キャリ
ア」＝生涯学習と位置づけられるとしている。司書課程学生のキャリアデザインとして考え
























っている人」(INFOSTA, 2009）が合格するもので, ライフサイエンス, 化学, 特許などの




































































連携が, 図書館の教育機能の強化, より幅広い資料・情報の保存, 公開のスキル, 生涯学習
の支援を行える人材育成など, ユニークな司書養成科目の展開に繋がることに期待したい。
引 用 文 献
・｢キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書：児童生徒一人一人の勤労観，職業
観を育てるために」(2004, 1. 28). 文部科学省. 2010/01/08, From:
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/023/toushin/04012801/002/010.pdf
・大学審議会. (2000. 11. 22).「グローバル化時代に求められる高等教育の在り方について（答申）





報基盤作業部会. 文部科学省.審議会情報. 2009/10/20, From:
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/06041015/011.htm













20年度の報道発表. 2009/10/20, From :
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/03/__icsFiles/afieldfile/2009/05/08/1259150_1_1.pdf
・中島悠, 土方嘉徳＆西田正吾. (20040521)「検索経験と領域知識の WWW情報検索行動に与える影





































































































も多いため, 調整能力が特に必要となる。なお, NDLにおける他部署との距離感は, その
規模の違いから, 通常の公立図書館とは大きく異なっているといった印象を持っている。通
常の公立図書館であれば, 行政部局を相手にしているようなイメージであろう。
次に, 職域が広いという点も NDLの特徴であると思われる。NDLの職員は, 司書的な業





















































→各種調達, 入札, 契約等に関する知識はもちろんであるが, 契約後の折衝能力も重要で
ある。特に人材派遣や業務委託の場合, 業者等の職員と, 適切な距離を保ちつつコミュ
ニケーションを図らねばならないため, 精神的な強さも要求される。これらの能力は通






























































図書館数 専任職員数 兼任職員数 非常勤職員数 臨時職員数 委託・派遣職員数
1998年 2,450 15,474 1,100 6,997 






























図 書 館 図書館以外
合計
公立 学校 大学 その他
出版社
書店
社教施設 教員 公務員 進学 その他
1991年
(197大学)
161 43 122 70   256 760 191 7,166 8,769
1.8％ 0.5％ 1.4％ 0.8％   2.9％ 8.7％ 2.2％ 81.7％ 100％
2008年
(216大学)
118 41 46 22 131 21 391 293 603 6,874 8,540































































17) 中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像」2005. 1. 28 文部科学省 <http://www.mext.go.
jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05013101.htm> [引用日：200734]
18) 経済産業省商務情報政策局情報処理振興課編「ｅラーニング白書：2007/2008年版」東京電機大学
出版局, 2007, p. 9
19) 小松泰信「情報リテラシー科目のｅラーニング化に伴う学習支援体制」『現代の図書館』vol. 45
(no. 5) 2007. 12. p. 193.
共有可能なものとなってきた。ひとつの授業に, 教員・司書・Learning Assistant 等の様々
な学習支援者が参画し, チームで学習を支える情報基盤も形成されたと言える。



















































































他方で, これら４科目, ひいては, 初年次教育科目相互に前提学習をそれぞれの関連科目の



























も記したように, American Psychological Association が規定する世界の社会科学の論文で広























































国立大学 5,569,000 617,348  5,871,000 623,811 
公立大学 975,000 95,976  1,829,000 131,970 
私立大学 13,700,000 1,954,762  15,385,000 2,080,346 










るために Contents Management System を 個人レベルで実現するために Weblog を利


































































するすべてを開講するものとしている（上掲「表 71 司書講習科目 (現行) と図書館に関す
る科目改正案の比較」を参照)。
ここで若干の解説を加えておきたい。本学と学生規模がほぼ同じの明星大学は人文学部,
経済学部, 情報学部, 理工学部, 造形芸術学部に新設の教育学部を加え６学部を擁し, その














































































講義：11科目 16単位 240時間 講義：11～９科目 20～18単位 300～270時間





















































































技術の知識とスキル, それを活かした情報発信, ②生涯学習者を支援し, 地域社会の振興を
ささえる課題解決能力と実用的主題専門性, ③少子化社会に効果的に対応できる児童サービ
スを深化・進化させうる能力, ④財政破綻のなかで, 競合する多種多様な行政サービスに優


































































































































































Thoughts on what present library and











This paper is written as an interim report for the members of the 2 year joint research project
“Reviewing the Library and Information Science Education Program in Momoyama Gakuin
University” in order to study the conditions of reshaping the librarian training curriculum under
newly amended library legislation.
Chapter 1 reports the results of analyzing questionnaires handed out to the students April
2009. Chapter 2 shows expectations of a public librarian to future developments of university
library education through his daily business. Chapter 3 writes human resources development by
library instruction programs. Chapter 4 considers the wisdom and abilities required to librarians,
and hoping the changes of university’s librarianship. Chapter 5 presents an experiment of Osaka
Jogakuin College’s information literacy education using a learning management system. At last,
Chapter 6 is a conclusion, and after reviewing the new Meisei University’s curriculum, discusses
the headed direction turned around for Momoyama Gakuin University’s library and information
science course.
